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  本市の地域福祉をめぐる現状と課題から⾒えた⽅向性を踏まえ、本計画では、地域住⺠⼀⼈ひと

りが、どのような状況にあっても自分らしく、それぞれで役割を持ち、地域での暮らしの想いを実
現するとともに、それぞれの⽴場を超えて⼈と⼈がつながり、⽀え合いながら暮らすことができる
よう、目指すべき「日田市の地域共⽣社会の姿」を以下の基本理念として掲げ、福祉のまちづくり
を推進します。 

 

地域住⺠⼀⼈ひとりが主役の⽀え合いのまちづくり 
 
 

 
 
  基本理念「地域住⺠⼀⼈ひとりが主役の⽀え合いのまちづくり」の実現に向け、まち全体で、福

祉分野だけではなく、産業、教育などの様々な分野を超えて取り組むべき内容として、３つの基本
目標を設定して取組を展開します。 

 
 
 
 
地域の活動に関わる地域住⺠が増えるためには、地域住⺠に地域における⽀え合いや助け合い

の大切さを理解してもらいながら、住⺠の福祉に対する関心を少しでも高めていくことが大切で
す。このため、地域や学校での福祉教育や⼈権教育を通して意識を醸成するとともに、地域福祉を
⽀えるボランティアなどの育成や⽀援を⾏います。 

⼀⽅で、すべての地域住⺠が、このような地域福祉の「担い手」になることは困難ですが、自分
ができる範囲で、日頃から自分らしく地域でつながることにより、近所の住⺠に何か異変があった
場合などにも気付くことができます。 

このように、地域のゆるやかなつながりを意識し、気にかける関係性を育むためには、そのよう
なつながりを自然に作ることができる環境づくりが大切となります。このため、各地域で、こうし
た地域の様々な気付きを⽀援につなげるための環境を整えるため、基本目標２の「地域づくり」と
も連動しながら、既存の取組に加え、地域住⺠が参加しやすい地域の集まりの場など、交流の場づ
くりの促進も図っていきます。  

第３章 計画の基本的な考え方 

住⺠⼀⼈ひとりが地域に「自分ごと」として関わり、地域を⽀
える“⼈づくり” 

基本目標１ 
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地域共⽣社会の実現に向けた地域づくりには、地域のことを最もよく知っている地域住⺠自ら

が地域の課題を把握し、その解決に向けて取り組むことが大切です。これを受け、市内では、日常
⽣活の移動に関する不安を感じている高齢者のために、地域住⺠同士の⽀え合いによる移動⽀援
に取り組むため、話し合いを進めている地域もあります。 

このような地域住⺠が主体となる取組が今後、より促進されるよう、地域で交流できる場や機会
づくりなどを通じて、地域活動を活性化し住⺠同士のつながりや⽀え合いなどを推進します。平時
から地域住⺠の顔の⾒える関係を育成することは、災害に強い地域づくりにもつながります。 

あわせて、地域の中で、分野、領域を超えた地域の多様な主体が出合い、つながりの中から更な
る展開を⽣む機会となる、地域のプラットフォームづくりにも取り組んでいきます。 

このほか、安心して暮らせる環境づくりの観点から、⾒守りネットワークの充実や、安心して外
出できる環境整備の観点から、障がい者、高齢者等の移動⽀援、バリアフリー化の促進などにも取
り組みます。 

 
 
 
 

「様々な⽣きづらさ」（複雑・複合的な課題）を抱えた⽅が、問題が深刻化する前に適切な⽀援に
つながるよう、包括的な⽀援体制の構築に向けて、⼈や地域につながる仕組みづくりに取り組みます。 
〈目指すべき包括的な⽀援の体制〉 

・ 各⽀援関係機関の役割分担、⽀援の⽅向性の整理といった、ケース全体のコーディネートやマ
ネジメントを⾏う機能を付加し、各⽀援関係機関が⼀つのチームとなる⽀援 

・ ⽀援者と本⼈が継続的につながり合いながら、本⼈と社会・他者との関係を広げていく「伴走
型⽀援」の強化 

・ 本⼈やその世帯の状況に応じたオーダーメイドの⽀援 
・ ケースの複雑化・複合化を予防する観点から早期の関わりが持てるような⽀援 
このほか、「再犯防止推進計画」について、犯罪をした⼈々が社会において孤⽴することなく、再

び地域社会を構成する⼀員となることができるよう、福祉施策とより連携した⽀援を進めるため、新
たに地域福祉計画に包含する形で策定し、より効果的な再犯防止の取組を推進します。 

 
 

 
 
 
 
 
 

地域のつながりや⽀え合いの関係が生まれ、地域の力を向上さ
せるための“地域づくり” 

基本目標２ 

様々な生きづらさを抱えた方が、包括的に⼈や地域に“つながる
仕組みづくりʻʼ 

基本目標３ 
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本市では、今後、第４期計画期間中において、「人づくり」、「地域づくり」、「つながる仕組みづ
くり」の３つの基本目標の達成に向けて、福祉のまちづくりを進めていく必要があります。 

このような中、全国各地では、本市と同様に少子高齢化に伴う人口減少等を背景に、「地域共生
社会」の実現を目指した取組が進められており、この「地域共生社会」を具体化する事業として、
社会福祉法の改正により令和３年度から「重層的支援体制整備事業」が創設されています。 

この「重層的支援体制整備事業」は、既存の相談支援や地域づくり支援の取組を活かしつつ、子
ども、障がい、高齢、生活困窮といった分野別の支援体制では対応しきれない、地域住⺠の複雑化・
複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築する事業です。 

本市においても、今後、地域共生社会の実現に向けた地域づくりを加速させ、３つの基本目標を
達成する上でも、「重層的支援体制整備事業」の活⽤は必要不可⽋となるため、本計画の計画期間
内に本事業を活⽤し、必要な体制整備を⾏うことを予定しています。  

また、「重層的支援体制整備事業」の取組の中には、既存のものも含まれており、かつ、個々の
取組が複数の施策分野にまたがることから、必要な取組を集約させる観点からも、本計画において、
以下のとおり重点的な取組として設定し推進を図ります。 

 
 
 
 
＜地域づくり＞ 
■ 地域の人と人とのつながりを再構築し、「地域共生社会」の実現に向けた地域づくりに向けて、

中心部と周辺部とでメリハリをつけながら、以下の取組を進める。 
  〇 住⺠同⼠が気にかけあう関係性を育むための地域づくりへの支援 
  〇 世代や属性を超えて交流できる場や居場所の整備 
  〇 地域の住⺠ニーズ、生活課題に柔軟に対応した住⺠主体の活動の活性化 
  〇 地域の多様な主体によるプラットフォームの展開 など 
 
＜個別支援＞ 
■ 分野を横断する複雑・複合的な課題に対応し、包括的な支援体制を構築することにより以下の支

援の実現を目指す。 
  〇 各支援関係機関の役割分担、支援の⽅向性の整理といった、ケース全体のコーディネートや

マネジメントを⾏う機能を付加し、各支援関係機関が⼀つのチームとなる支援 
  〇 支援者と本人が継続的につながり合いながら、本人と社会・他者との関係を広げていく「伴

走型支援」の強化 
  〇 本人やその世帯の状況に応じたオーダーメイドの支援 
  〇 ケースの複雑化・複合化を予防する観点から早期の関わりが持てるような支援 など 
 

  

重点的な取組 重層的支援体制の構築及び推進 
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支援プランの作成

多機関協働事業 最適な福祉サービスや社会資源等を選択した支援プランの作成
支援機関の役割分担、重層的支援会議・支援調整会議の開催調整 など

複雑・複合化した課題を相談

日田市における重層的支援体制の構築イメージ

ボラン
ティア
活動

相談体制

高齢者
・地域包括支援センター

障がい者
・基幹相談支援センター

生活困窮
・ひた生活支援相談センター

子ども
・子ども家庭総合支援拠点
・子育て世代包括支援センター
・教育センター
福祉分野と教育分野との協働の深化。各種相談支援窓口・事業所

【複雑・複合化した課題の例】
既存の制度では対応しきれない複雑なケース（ ひきこもり、ごみ屋敷 など）
個人だけではなく、世帯全体に複合化した課題を抱えているケース（8050問題、ヤングケアラー など）

支援・提案

支援・活動

交流の場

支え合い
助け合い 地域行事

困難を抱えてい
る人・家庭

子ども

高齢者

障がい

生活困窮

医療
住宅

市役所 各分野の相談窓口

福祉・医療関係事業者
地区社協

自治会

育友会

民生委員・児童委員

保護司会

小・中学校

老人クラブ

社会福祉法人

＜地域づくりのプラットフォーム＞
地域の多様な主体が分野・領域を超えて集まることで、
さらなる展開を目指す。

共助の基盤づくり事業

社会福祉
協議会

重層的支援会議 ： 支援プランの方向性の協議、福祉サービスや社会資源等の把握や創出等の検討
※支援関係機関や、プラットフォーム関係機関で構成
※個人情報の同意がない場合の支援会議も守秘義務を課したうえで開催

地域活動・つながり
の活性化

アウトリーチ等を通じた
継続的支援事業

一般企業

参加支援事業 【参加者の想定】
行政 福祉関係事業者・団体 自治会
地域活動の主体 市内企業 医療関係 など
【参加者の分野】
福祉 医療 教育 商工 観光 農林業 など

各分野の支援
（福祉サービス等）

つながる
仕組みづくり

地域づくり

⼈づくり

公民館

福祉委員

当事者・家族の会
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【参考】「重層的⽀援体制整備事業」について（「地域共⽣社会のポータルサイト」/厚⽣労働省 HP） 
 
〇 重層的⽀援体制整備事業では、市町村全体の⽀援機関・地域の関係者が断らず受け止め、つなが

り続ける⽀援体制を構築することをコンセプトに、「属性を問わない相談⽀援」、「参加⽀援」、「地
域づくりに向けた⽀援」の３つの⽀援を⼀体的に実施することを必須にしています。 

 
〇 重層的⽀援体制整備事業における各事業の内容については、以下のように社会福祉法第 106 条

の４第２項に規定しています。3 つの⽀援を第１〜３号に規定し、それを⽀えるための事業として
第４号以降を規定しています。それぞれの事業は個々に独⽴して機能するものではなく、⼀体的に
展開することで⼀層の効果が出ると考えています。 

 

包括的相談⽀援事業 
（社会福祉法第 106 条

の４第２項第１号） 

・属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める 
・⽀援機関のネットワークで対応する 
・複雑化・複合化した課題については適切に多機関協働事業につなぐ 

参加⽀援事業 
（社会福祉法第 106 条

の４第２項第２号） 

・社会とのつながりを作るための⽀援を⾏う 
・利⽤者のニーズを踏まえた丁寧なマッチングやメニューをつくる 
・本⼈への定着⽀援と受け入れ先の⽀援を⾏う 

地域づくり事業 
（社会福祉法第 106 条

の４第２項第３号） 

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所を整備する 
・交流・参加・学びの機会を⽣み出すために個別の活動や⼈をコーディ

ネートする 
・地域のプラットフォームの形成や地域における活動の活性化を図る 

アウトリーチ等を通
じた継続的⽀援事業 
（社会福祉法第 106 条

の４第２項第 4 号） 

・⽀援が届いていない⼈に⽀援を届ける 
・会議や関係機関とのネットワークの中から潜在的な相談者を⾒付 

ける 
・本⼈との信頼関係の構築に向けた⽀援に⼒点を置く 

多機関協働事業 
（社会福祉法第 106 条

の４第２項第 5 号） 

・市町村全体で包括的な相談⽀援体制を構築する 
・重層的⽀援体制整備事業の中核を担う役割を果たす 
・⽀援関係機関の役割分担を図る 
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重重層層的的支支援援体体制制整整備備事事業業ににつついいてて  

  

地域共生社会の実現を目指すための体制整備事業として、「属性を問わない相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を 

一体的に実施する新たな事業が、令和 3 年 4 月からスタートしました。 

※実施を希望する市町村による任意事業 
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市町村における包括的な支援体制の整備（入口・出口を豊かに）

市町村においては、地域住⺠の複合・複雑化した⽀援のニーズに対応する包括的な⽀援体制を整備するため、
①相談支援（市町村による断らない相談⽀援体制）、②参加支援（社会とのつながりや参加の⽀援）、③地域
づくりに向けた支援を⼀体的に実施する

関係機関が協働して、チーム
として課題に対応するための
体制づくり

①相談支援

属性にかかわらず、包括的に
相談を受けとめる機能

多機関協働の中核の機能

②参加支援

社会とのつながりや
参加を支援する機能

場の機能緩やかな見守り

③地域づくりに向けた支援

住⺠に⾝近な圏域で、様々
な地域⽣活課題の相談など
に応じる体制づくり

早早期期のの発発見見・・支支援援

本本人人中中心心、、本本人人のの力力
をを引引きき出出すす支支援援

地地域域ととののつつななががりり
やや関関係係性性づづくくりりをを
行行うう支支援援

地域住⺠同士の交流や、
社会参加の場等の促進

本本人人・・世世帯帯をを包包括括的的にに
受受けけ止止めめ支支ええるる支支援援

これら支援を⼀体的に⾏う「包括的な支援体制」

＊第 1 回日田市地域福祉計画策定委員会 厚⽣労働省説明資料 
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  基本理念、基本目標、基本施策及び推進施策等の本計画の体系は、次のとおりです。 

 
基本理念 地域住⺠⼀⼈ひとりが主役の⽀え合いのまちづくり 

基本目標 基本施策 推進施策 重点 
取組 

1. 住⺠⼀⼈ひとりが
地域に「自分ごと」
として関わり、地域
を⽀える“人づくり” 

❶福祉意識の醸成 

(1)福祉教育の推進 

重
層
的
⽀
援
体
制
の
構
築
及
び
推
進 

(2)⼈権教育・啓発の推進 

(3)地域における共助の基盤づくり ★ 

➋地域福祉の⽀え手づくり 
(1)地域福祉の⽀え手への⽀援 

(2)地域福祉の⽀え手の育成・確保 
➌ボランティア団体等の 

育成・⽀援 (1)ボランティア・NPO 等の育成・⽀援 

2. 地域のつながりや
⽀ え 合 い の 関 係 が 
⽣まれ、地域の⼒を
向 上 さ せ る た め の
“地域づくり” 

➊地域交流の促進 

(1)交流の促進と居場所づくり ★ 

(2)住⺠相互による活動の推進 

(3)活動環境づくり 

➋⽣活環境の整備 

(1)移動手段の確保 

(2)居住環境や居住⽀援体制の整備 

(3)安全な交通アクセスの整備 

➌安全・安心な地域づくり 
(1)⾒守りネットワークの充実 

(2)災害時の⽀援体制の充実 

❹地域福祉の基盤とネット
ワーク強化 

(1)社会福祉協議会活動の充実 
(2)地域の多様な担い手がつながる 

プラットフォームの展開 ★ 
(3)社会福祉法⼈の地域公益活動の充実 

(4)地域福祉情報の提供 

3. 様々な⽣きづらさ
を抱えた⽅が、包括
的に⼈や地域に 

“つながる 
仕組みづくりʻʼ 

 

❶包括的な相談⽀援の強化 

(1)相談機能の充実 ★ 

(2)相談体制の充実 

(3)⽣活困窮者等を⽀援する体制整備 

(4)ひきこもりへの⽀援 

➋権利擁護の推進 

(1)成年後⾒制度の利⽤促進 
【成年後⾒制度利⽤促進基本計画】 

(2)再犯防止の推進 
【再犯防止推進計画】 

 ★印︓重層的⽀援体制整備事業に関連する新規の取組 
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